
新しい肝炎総合対策について

厚生労働省健康局

肝炎対策推進室

肝機能障害の評価に関する検討会（第１回）

平成２０年１０月２７日 資料３



1

【肝炎対策関連予算（厚生労働省分）】

２０７億円（19年度 ７５億円）

肝炎対策の推進（平成２０年度）

【施策の方向性】

○肝がんへの進行予防、肝炎治療の効果的促進（経済的負担軽減）

○検査・治療・普及・研究をより一層総合的に推進

○検査未受診者の解消、肝炎医療の均てん化、正しい知識の普及啓発等
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＜肝炎対策予算の推移＞
（平成１４年度～平成２１年度）
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１．インターフェロン療法の促進のための環境整備 １２９億円
○ インターフェロン治療に関する医療費の助成の創設

２．肝炎ウイルス検査の促進 ５１億円
○ 保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備

・検査未受診者の解消を図るため、医療機関委託など利便性に配慮した検査体制を整備。

○ 市町村及び保険者等における肝炎ウイルス検査等の実施

３．健康管理の推進と安全・安心の肝炎治療の推進、

肝硬変・肝がん患者への対応 ７．５億円
○ 診療体制の整備の拡充

○ 肝硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、医師に対する研修の実施

４．国民に対する正しい知識の普及と理解 ３．５億円
○ 教育、職場、地域あらゆる方面への正しい知識の普及

５．研究の推進 １６億円
○ 肝疾患の新たな治療方法の研究開発

○ 肝疾患の治療等に関する開発・薬事承認・保険適用等の推進
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インターフェロン治療の医療費助成
～与党肝炎対策に関するプロジェクトチーム～

国内最大の感染症であるＢ型・Ｃ型ウイルス性肝炎については、インターフェロン治療が奏
効すれば肝硬変、肝がんといったより重篤な疾病を予防することが可能である。
しかし、当該治療に係る医療費が高額であるため、早期治療の妨げになっていることにかん
がみ、インターフェロン治療への医療費助成を行うものとする。

実施主体 都道府県

対象者 Ｂ型及びＣ型肝炎の患者

対象医療 Ｂ型及びＣ型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療

自己負担 上位所得層（２０％） ５万円

中間所得層（３０％） ３万円

上記以外の所得層（５０％） １万円

財源負担 国：地方＝１：１

対象人数 １年間に１０万人

実施期間 ７年間（平成２０年度～平成２６年度）

総事業費 年間２５６億円（７年間で１８００億円）

１．インターフェロン療法の促進のための環境整備
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肝炎ウイルス検査の無料化の拡大

保健所における肝炎ウイルス検査（特定感染症検査事業）

・平成１４～１８年度 保健所のみ

・平成１９年度から 医療機関委託も可能

・平成２０年１月から 委託医療機関での検査も

無料化が可能となるように措置

２．肝炎ウイルス検査の促進
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かかりつけ医
・患者が必要とする日常的な肝炎診療を担当肝炎ウイルス

検査
•保健所

•委託医療機関 等

都道府県肝炎対策協議会

検査と治療の連携

診療体制の確保

全国肝炎総合対策推進懇談会

状況・課題
の報告

診療水準の均てん化・
向上のための情報提供

患者等への情報提供

専門医療機関
・治療方針の決定、及び副作用の確認 等

連携

肝疾患診療連携拠点病院
高度専門的・集学的医療を提供

（都道府県に原則一カ所）

診療

支援

二次医療圏

普及啓発・相談指導

国

民

キ
ャ
リ
ア

総合的な推進体制

患
者

診 療 体 制 の 整 備

３．健康管理の推進と安全・安心の肝炎治療の推進、肝硬変・肝がん患者への対応
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肝疾患診療に関する医療機関に求められる役割

都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドライン

全国Ｃ型肝炎診療懇談会

【専門医療機関】（２次医療圏に１カ所以上）

① 専門的な知識を持つ医師による診断と治療方針の決定

② インターフェロンなどの抗ウイルス療法

③ 肝がんの高危険群の同定と早期診断

【肝疾患診療連携拠点病院】（都道府県に１カ所）

① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供

② 都道府県内の医療機関等に関する情報の収集や提供

③ 医療従事者や地域住民と対象とした研修会や講演会の開催や肝疾患に

関する情報支援

④ 肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定
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○ リーフレット等の配布
・ 「肝炎ウイルス検査のお知らせ」
・ 「ウイルス性肝炎の治療に関するお知らせ」

→ 都道府県、医師会等へ配布
・ 「事業主の皆さまへのお知らせ」

→ 事業者団体、関係団体へ配布
・ 「ウイルス性肝炎について（一般向け）」
・ 「肝炎ウイルスキャリア診療の手引き（医療機関向け）」

→ 全国C型肝炎診療懇談会において取りまとめられ、都道府県等へ配布

○ ホームページによる情報発信
・ 最新情報、肝炎に関する各種資料、肝炎に関するリンク集 等

○ 自治体の普及啓発活動に対する補助事業
・ シンポジウム開催、ポスター作成、新聞・中吊り広告 等

＜厚生労働省における主な取組＞

◎教育、職場、地域あらゆる方面への正しい知識の普及
肝炎に関する正しい知識を国民各層に知っていただき、肝炎ウイルスの感染予防

に資するとともに、患者・感染者の方々がいわれのない差別を受けることのないよう、
普及啓発に努めている。

４．国民に対する正しい知識の普及と理解
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新規重点課題

・Ｂ型肝炎：
逆転写酵素阻害剤に対する耐性ウイルスの機序解明
新規逆転写酵素阻害剤等の治療薬開発

・Ｃ型肝炎：
次世代的なｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾝ治療法開発による根治率の改善
ｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾝ副作用の少ない治療法・治療薬開発

・肝硬変：
肝臓の線維化機序の解明から治療法開発
ヒトｉＰＳ細胞等の再生医療を利用した根治治療の開発

・肝がん：
診断マーカーや最新の画像機器を用いた超早期発見
技術の開発
新規抗がん剤の開発、集学的治療等新規治療法の開発

・基礎：
肝炎ウイルス感染後の病態進行過程の解明
肝炎ウイルスの薬剤耐性変異にかかわる過程の解明
肝炎ウイルスによる発がん機構の解明

・疫学：
全国規模の肝炎感染者の実態解明
検診・予防・医療体制等の評価

戦略目標

今後７年間で、

・Ｂ型肝炎
の臨床的治癒率、

約30％→40％、

・Ｃ型肝炎
（１ｂ高ウイルス型）
の根治率

約50％→70％

・非代償性肝硬変
（Child-Pugh C)
における５年生存率
約25％→50％（Ｂ型）、
約25％→35％（Ｃ型）

・進行肝がん
の５年生存率
約25％→40％

を目指す。

研究費の重点化、国立感染症研究所の体制整備、人材育成、国際交流

肝炎研究７カ年戦略（平成２０年６月とりまとめ）

肝炎等の研究成果

・Ｂ型肝炎：
インターフェロン治療
逆転写酵素阻害薬治療

・Ｃ型肝炎：
インターフェロン治療
ﾍﾟｸﾞｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾝとﾘﾊﾞﾋﾞﾘﾝ併用療法

・肝硬変：
代償性肝硬変のｲﾝﾀｰﾌｪﾛﾝ治療

・肝がん：
ラジオ波焼灼、抗がん剤、手術、
等の治療法

・基礎：
肝炎ウイルス感染細胞、キメラ
マウスなど確立

・疫学：
肝炎患者の推計の基、母子感染
予防、等

５．研究の推進
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